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�愛媛県告示第１２１０号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１１条第１項の規定に基づき、次の薬物を知事指定薬物として

指定する。

�愛媛県告示第１２０８号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２０９号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

財務会計オンラインシステム端末機
器の借入れ

愛媛県企画振興部
政策企画局情報政
策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年１１月２７日

ＮＥＣキャピタルソリ
ューション株式会社四
国支店
香川県高松市中野町２９
番２号

８６９，１８４円
（月額） 一般競争入札 平成３０年１０月１２日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

県税オンラインシステム機器の借入
れ

愛媛県企画振興部
政策企画局情報政
策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年１１月２７日

ＮＥＣキャピタルソリ
ューション株式会社四
国支店
香川県高松市中野町２９
番２号

１，５０１，２００円
（月額） 一般競争入札 平成３０年１０月１２日

毎週（火・金）曜日発行 第３０３８号 平成３０年１２月２１日
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平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 薬物の名称

� ２－（｛［２－（４－エチル－２，５－ジメトキシフェニル）

エチル］アミノ｝メチル）フェノール及びその塩類

� ３－［１－（１－ピペリジニル）シクロヘキシル］フェノー

ル及びその塩類

� キノリン－８－イル＝１－ペンチル－１Ｈ－インダゾール－

３－カルボキシラート及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 指定の理由

条例第２条第７号の薬物のうち、県の区域内において濫用され

るおそれがあると認めるため。

３ 効力発生の日

平成３０年１２月２２日

�������
�愛媛県告示第１２１１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）コーナン新居浜店・ラムー新居浜店

新居浜市東田二丁目甲１６９２番１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

コーナン商事株式会社

大阪府堺市西区鳳東町四丁４０１番地１

代表取締役 疋田 直太郎

大黒天物産株式会社

岡山県倉敷市堀南７０４番地の５

代表取締役 大賀 昭司

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

コーナン商事株式会社

大阪府堺市西区鳳東町四丁４０１番地１

代表取締役 疋田 直太郎

大黒天物産株式会社

岡山県倉敷市堀南７０４番地の５

代表取締役 大賀 昭司

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成３１年８月１１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

８，２６０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

２１３台

イ 駐輪場の収容台数

１６８台

ウ 荷さばき施設の面積

２１９平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４７．１２立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

コーナン商事株式会社

開店時刻 午前６時３０分 閉店時刻 午後９時３０分

大黒天物産株式会社

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成３０年１２月１０日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１２１２号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農政企画局農政課

農地・担い手対策室において告示の日から２週間公衆の縦覧に供す

る。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
九王 愛媛県今治市 愛媛県今治市大西町

九王３番ほか１筆 １，９７７

愛 媛 県 報平成３０年１２月２１日 第３０３８号
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有限会社
こんぱら 愛媛県今治市

愛媛県今治市大西町
紺原甲８６番１ほか８
筆

９，３３６

農事組合法人
サポート中寺 愛媛県今治市 愛媛県今治市中寺字

川崎９２番１ほか６筆 ７，４６０

農事組合法人
まつぎ 愛媛県今治市

愛媛県今治市高市字
コモイケ甲５５番１ほ
か９筆

９，７６７

農事組合法人い
のべにし 愛媛県西予市 愛媛県西予市宇和町

伊延西９１番ほか１８筆 １２，０５０

清水口 正 敏 愛媛県西予市
愛媛県西予市宇和町
明石２５２６番１ほか５
筆

９，００８

佐 伯 彰 則 愛媛県西条市
愛媛県西条市丹原町
高松甲１９７５番ほか１
筆

２，６９８

２ 申請年月日

平成３０年１２月１１日

�������
�愛媛県告示第１２１３号
平成３０年１１月１５日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

宮 本 純 子 愛媛県西条市 愛媛県西条市古川乙
２１３番１ほか１筆 ４，７０９

國田農産有限会
社 愛媛県西条市 愛媛県西条市中西新

開１０２番ほか６筆 １６，０１６

２ 認可年月日

平成３０年１２月１２日

�������
�愛媛県告示第１２１４号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

御荘加入区

�������
�愛媛県告示第１２１５号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２６年１２月愛媛県告示第１４１４号）による保険

に付すべき義務は、平成３０年１２月２０日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

御荘加入区

�������
�愛媛県告示第１２１６号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、東予港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２１７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３０年１２月２１日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 十倉 雅和

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場菊本地区

新居浜市菊本町一丁目１０番１号

３ 特定施設に関する事項

� フィルタープレス

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

航 路 西条市今在家地先
面積 ４９．９ヘクタール

水深 －７．５メートル

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４０立方メートル処理（正極材
スラリー）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 １２～１３
最大 １２～１３
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ８～９
最大 ８～９

愛 媛 県 報平成３０年１２月２１日 第３０３８号
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� セントル

� Ｒ－７５５ トルエン洗浄分液槽

� Ｒ－７６６ 中間体洗浄分液槽

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 １０未満
最大 １０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １０未満
最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ６００
最大 ８００
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ６００
最大 ８００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ２０
最大 ２０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ３０
最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ３
最大 ３
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １未満
最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ８０
最大 １１０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ８０
最大 １１０

備考 当該施設は、製造する品種（Ｈｉｇｈ－Ｎｉ及びＭｉｄ－Ｎｉ）によ
り切替えて使用する。汚水等は、セントルへ送水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ロ 遠心分離機

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４０立方メートル処理（正極材
含み排水）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 １２～１３
最大 １２～１３
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ８～９
最大 ８～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 １０未満
最大 １０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １０未満
最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ２０未満
最大 ５０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ２０未満
最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ２０
最大 ２０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ３０
最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ３
最大 ３
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １未満
最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造時
通常 ８０
最大 １１０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ８０
最大 １１０

備考 当該施設は、製造する品種（Ｈｉｇｈ－Ｎｉ及びＭｉｄ－Ｎｉ）によ
り切替えて使用する。汚水等は、排水ｐＨ調整タンク（ＴＫ－９０６）へ
送水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり７トン処理（処理液量）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

ＯＭＴＭ製造時
通常 ６～７
最大 ５～８
ＢＰＯＸ製造時
通常 ７～８
最大 ６～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

ＯＭＴＭ製造時
通常 ５６０
最大 ７３０
ＢＰＯＸ製造時
通常 １，４００
最大 １，８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

ＯＭＴＭ製造時
通常 ２０未満
最大 ２５
ＢＰＯＸ製造時
通常 １０
最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

ＯＭＴＭ製造時
通常 ４２２
最大 ５５０
ＢＰＯＸ製造時
通常 ０．１
最大 ０．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

ＯＭＴＭ製造時
通常 ０．０１未満
最大 ０．０１未満
ＢＰＯＸ製造時
通常 ０．０１
最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

ＯＭＴＭ製造時
通常 １．４
最大 １．７
ＢＰＯＸ製造時
通常 ５
最大 ６

備考 当該施設は、製造する品種（ＯＭＴＭ及びＢＰＯＸ）により切替えて
使用する。ＢＰＯＸ製造時の特定施設の名称は、「Ｒ－７５５ ＢＰＯＸ
洗浄分離槽」となる。汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ
送水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４トン処理（処理液量）

設 置 年 月 日 平成１４年４月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠
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� Ｚ－７３２ 無機塩ろ過機

� Ｒ－７５１ ＯＭＴＭ濃縮槽

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 排水ｐＨ調整タンク（ＴＫ－９０６）

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５，２００

最大 ６，７６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３７

最大 １８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．１

最大 ６．１

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ハ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり０．９トン処理

設 置 年 月 日 平成２６年１２月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１０，０００

最大 １４３，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０未満

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９００

最大 １，１７０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１

最大 ０．１

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６トン処理

設 置 年 月 日 平成８年１１月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５，４００

最大 ７，０２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０未満

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４，３００

最大 ５，５９０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１

最大 ０．１

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送水する。

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 中和処理

処 理 施 設 の 構 造 ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径２，１００ミリメートル
高さ３，２００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，５００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間
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� ＢＲ－ＢＴ活性汚泥処理施設

� �１総合排水処理施設

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．０

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９５

最大 １１５

通常 ４５

最大 ５５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ５０

通常 １０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３，９９８

最大 ４，２５４

通常 ３，９９８

最大 ４，２５４

備考 汚水等は、�３総合排水処理施設へ送水される。

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 １２～１３
最大 １２～１３
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ８～９
最大 ８～９

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ６～８
最大 ６～８
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ６～８
最大 ６～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 １０未満
最大 １０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １０未満
最大 １０

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 １０未満
最大 １０未満
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １０未満
最大 １０未満

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ２０未満
最大 ５０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ２０未満
最大 ５０

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ２０未満
最大 ５０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ２０未満
最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ２０
最大 ２０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ３０
最大 ３０

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ５未満
最大 １０未満
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ５未満
最大 １０未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ３
最大 ３
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １未満
最大 ３

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 １未満
最大 １未満
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １未満
最大 １未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ８０
最大 １１０
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 ８０
最大 １１０

Ｈｉｇｈ－Ｎｉ製造
時
通常 ９００
最大 １，０００
Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時
通常 １，２５０
最大 １，５００

備考 当該施設では、汚水等に間接冷却水が加わる。当該施設は、製造する
品種（Ｈｉｇｈ－Ｎｉ及びＭｉｄ－Ｎｉ）により切替えて使用する。汚
水等の汚染状態及び量の最大負荷時は、Ｍｉｄ－Ｎｉ製造時となる。汚
水等は、�３総合排水処理施設へ送水される。

設 置 年 月 日 平成３年８月３１日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び化学処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
ばっ気槽
縦 ７メートル 横２４メートル
高さ５．５メートル
×３基

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり６，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

設 置 年 月 日 昭和５３年８月３１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 沈降分離処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

集水槽：縦１０メートル
横１０メートル
高さ５．０メートル

沈降槽：縦２００メートル
横１０メートル
高さ２．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降分離処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．２

最大 ２０．０

通常 １１．２

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ２７．０

通常 １５．０

最大 ２７．０
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� �３総合排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

� �３排水口

�������
�愛媛県告示第１２１８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北野田土地改良区から次のとおり役員が氏名を変更した旨の

届出があった。

平成３０年１２月２１日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 １５．０

通常 ４．０

最大 １５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

通常 １．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０，４７４

最大 ２７，５５７

通常 ２０，４７４

最大 ２７，５５７

備考 汚水等は、�１排水口より排水する。

設 置 年 月 日 昭和４９年６月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理及び化学処理

処 理 施 設 の 型 式 沈降分離処理及び中和処理

処 理 施 設 の 構 造 土堰堤型式

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

沈降槽：縦９５．０メートル
横６０．０メートル
高さ２．０メートル

中和槽：縦４８．０メートル
横６０．０メートル
高さ２．２メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降処理及び中和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．０

最大 １９．５

通常 １３．０

最大 １９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３．０

最大 ５００

通常 ３３．０

最大 ４７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．９

最大 １０．０

通常 １．９

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ７．０

通常 １．０

最大 ７．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６，９０２

最大 ４０，７４８

通常 ３６，９０２

最大 ４０，７４８

備考 汚水等は、�３排水口より排水する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．２

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ２７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 １５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０，４７４

最大 ２７，５５７

汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．０

最大 １９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３．０

最大 ４７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．９

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ７．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６，９０２

最大 ４０，７４８

備考 この他に、雨水排水口が１８箇所ある。

役員の種類
氏 名

変 更 前 変 更 後

理 事 安 井 浩 二 野 口 浩 二
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選挙管理委員会告示

�愛媛県告示第１２１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市泊土地改良区の定款の変更を認可した。

平成３０年１２月２１日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県選挙管理委員会告示第８２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成３０年１２月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１６８，９５７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，３８０

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，１２０

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県告示第１２２０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成３０年１２月２１日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

�愛媛県告示第１２２１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

平成３０年１２月２１日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

�愛媛県告示第１２２２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２３９１０２２３ 特定非営利活動法人み
こと会

愛媛県北宇和郡松野町
大字松丸５８９番地１ 山 口 尊

日中サービス
支援型共同生
活援助

グループホームひだま
り

愛媛県北宇和郡松野町
大字豊岡３０１１番地１６

平成３０年
１１月３０日

３８１３９１０２４１ 特定非営利活動法人み
こと会

愛媛県北宇和郡松野町
大字松丸５８９番地１ 山 口 尊 短期入所 短期入所ひだまり 愛媛県北宇和郡松野町

大字豊岡３０１１番地１６
平成３０年
１１月３０日

３８１３６００１７２ 社会福祉法人宗友福祉
会

愛媛県松山市中野町甲
６４０番地 丹生谷 宗 � 就労継続支援

Ｂ型 Ｓａ．おいでや内子 愛媛県喜多郡内子町五
十崎１９２５番地

平成３０年
１２月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００６２８ 株式会社介護センター・
スマイル

愛媛県宇和島市長堀三
丁目１０番地１７－３号 河 野 ひとみ 同行援護 株式会社介護センター・

スマイル
愛媛県宇和島市長堀三
丁目１０番地１７－３号

平成３０年
１１月３０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第００５７４４号 平成２７年
１１月１日 南予ガス�業 高木 浩司 宇和島市坂下津甲４０７－

４２
平成３０年
１１月２日 水道施設工事業 建設業の廃業

（一部）

（般・特－２８）
第００２０８５号

平成２８年
１１月２５日 堀部建設� 堀部 好� 西予市宇和町岡山甲１０２３ 平成３０年

１１月２１日 造園工事業 建設業の廃業
（一部）
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選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，８３８ １４，６１３

南 宇 和 郡 １９，１１９ ６，３７３

松山市・上浮穴郡 ４３７，５０１ １３９，５８４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４１，０５３ ４７，０１８

宇和島市・北宇和郡 ７８，２４９ ２６，０８３

八幡浜市・西宇和郡 ３８，０８９ １２，６９７

新 居 浜 市 １００，４６６ ３３，４８９

西 条 市 ９１，８９６ ３０，６３２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５１，６５５ １７，２１９

伊 予 市 ３１，５５０ １０，５１７

四 国 中 央 市 ７４，２４７ ２４，７４９

西 予 市 ３３，０９５ １１，０３２

東 温 市 ２８，１９９ ９，４００

平成３０年１２月２１日 発行
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